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平成１９年度 PRTRデータの概要について
－化学物質の届出排出量・移動量の集計結果の概要－

Ｈ２１年２月現在

国（環境省・経済産業省）は化学物質排出把握管理促進法（通称 PRTR法）の届出制度に
基づく平成１９年度の第１種指定化学物質の排出量・移動量の全国集計結果及び個別事業所の

ＰＲＴＲを公表しました。

環 境 省 www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.hyml
経済産業省 www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html

これに合わせて、岐阜県におけるそれらの状況を次のとおりとりまとめました。

◎ 届出事業所数は、昨年度とほぼ横ばいでしたが、届出された排出量・

移動量は昨年度に比べて減少しました。

◎ 排出量・移動量の届出は、過年度分の修正が可能であるため、平成

１８年度データが一部修正されました

排出量：環境中（大気、公共用水域、土壌、事業所内への埋立）への排出量

移動量：事業所の外（廃棄物、下水道）への移動量

岐阜県 全国状況 全国に占める割合

届 出 事 業 所 数 979 事業所 40,725事業所 2.4%
届 出 物 質 数 126 物質 326物質 －

届 出 排 出 量 8, 010 t 234,299 t 3.4%
届 出 移 動 量 3, 271 t 222,724 t 1.5%
届出排出量・移動量計 11, 281 t 457,023 t 2.5%

県内での第１種指定化学物質の届出排出量・移動量の推移

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 対前年比
届 出 事 業 所 数 956 事業所 947 事業所 948 事業所 979 事業所 3.3%
届 出 物 質 数 131 物質 128 物質 128 物質 126 物質 －

届 出 排 出 量 8,718 t 8,263 t 8,362t 8,010 t △ 4.2%
届 出 移 動 量 3,957 t 3,668 t 3,600 t 3,271 t △ 9.1%
届出排出量・移動量 12,676 t 11,931 t 11,963 t 11,281 t △ 5.7%

PRTR：Pollutant Release and Transfer Register （環境汚染物質排出・移動登録）
化学物質排出把握管理促進法：

平成１１年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握

及び管理の改善の促進に関する法律」いわゆる PRTR法
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１ PRTR制度施行の経緯
平成１１年７月 化学物質排出把握管理促進法の公布

平成１３年４月 年間取扱量５ t以上の事業者による排出量等の把握開始
平成１４年４月 平成１３年度の年間取扱量５ t以上の事業者による排出量等の届出開始
平成１５年３月 国による平成１３年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１５年４月 年間取扱量１ t以上の事業者による排出量等の把握開始
平成１６年３月 国による平成１４年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

平成１６年４月 平成１５年度の年間取扱量１ t以上の事業者による排出量等の届出開始
平成１７年３月 国による平成１５年度排出量・移動量に係る集計結果の公表

以降、年度ごとに排出量・移動量に係る集計結果を公表している。

平成２０年１１月 化学物質排出把握管理促進法の施行令の一部改正

第一種及び第二種指定化学物質の指定の見直し並びに対象業種の追加

２ PRTR制度の概要
（１）対象化学物質 第１種指定化学物質 ３５４物質

＜第１種指定化学物質＞

次のいづれかの有害性の条件に当てはまり、かつ環境中に広く継続的に

存在すると認められる化学物質

・人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれがある

・自然の状況で化学変化を起こし容易に有害な化学物質を生成する

・オゾン層破壊物質

（２）届出対象事業所 法に定める２３業種を営み、かつ従業員数が２１人以上の事業所のうち、い

づれかの指定化学物質の年間取扱量が１ t 以上の事業所（一部物質は０．５ t）
（３）開示請求手続き 個別事業所のデータは、ホームページ上に掲載していますが、環境省、経済

産業省の PRTR開示窓口に直接請求することができます。
開示請求手続きについては、環境省 HP（下記参照）に掲載されています（全
国の個別事業所のデータが入った CD-ROM（2,000円）が購入できます）。
環境省 HP 開示手続き案内 http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html

３ 岐阜県内の届出集計結果まとめ

（１）届出排出量・移動量

県内の届出排出量・移動量は１１，２８１ t（対前年度比 ５．７％減）で、届出物質数は
１２６物質であった。届出排出量及び移動量は、それぞれ８，０１０ t（対前年度比４．２％
減）、３，２７１ t（対前年度比 ９．１％減）であった。
届出排出量は、大気への排出量が７，２５６ t（９０．６％）とその大半を占め、事業所内
への埋立量が６４７ t（８．１％）と続いている。
届出移動量は、廃棄物としての移動が３，２４３ t（９９．１％）とほとんどを占めている。

＜排出量・移動量フロー＞

排出量・移動量 １１，２８１ ｔ/年

排出量 ８，０１０ ｔ/年 移動量 ３，２７１ ｔ/年

大気 ７，２５６ ｔ/年 廃棄物 ３，２４３ ｔ/年

公共用水域 １０７ ｔ/年 下水道 ２８ ｔ/年

土壌 ０ ｔ/年

事業所内埋立 ６４７ ｔ/年
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（２）届出排出量・移動量の媒体別割合

届出排出量・移動量の媒体別割合は、大気への排出が６４．３％、廃棄物としての移動が

２８．７％、事業所内埋立が５．７％であった（土壌への排出は０％）。

前年度に比べ、大気への排出（前年度 ６１．４％）の割合がやや増加し、廃棄物としての

移動（前年度 ２９．９％）及び事業所内埋立（前年度 ７．５％）の割合が減少した。

平成１９年度 媒体別届出排出量・移動量の割合

（３）媒体別の届出排出量・移動量の年度比較

平成１９年度の届出排出量及び届出移動量は大気への排出が前年度より増大したが、他の媒

体においては前年度より減少した。

媒体別排出量・移動量の推移
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（４）県内及び全国において届出された排出量・移動量の上位５物質

県内、全国ともに届出された排出量・移動量の上位５物質は昨年度と同じ物質であった。

岐 阜 県 全 国

順位 物質名 排出量・移動量 前年度比 物質名 排出量・移動量 前年度比

(ﾄﾝ/年) (ﾄﾝ/年)
１ ト ル エ ン 3,840 △ 9.1% ト ル エ ン 149,581 △ 3.6%
２ 二硫化炭素 1,700 0% キ シ レ ン 55,299 △ 2.9%
３ キ シ レ ン 1,165 14.7% マンガン及びその化合物 29,456 0.2%
４ 塩化メチレン 965 8.1% 塩化メチレン 29,057 △ 3.5%
５ 鉛及びその化合物 571 △ 39.8% ｴﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ 20,482 1.6%
その他の物質の合計 3,040 △ 4.3% その他の物資の合計 169,016 △ 5.6%
全 物 質 の 合 計 11,281 △ 5.7% 全物質の合計 452,891 △ 3.8%

物質の主な用途

トルエン ：合成原料、溶剤等

二硫化炭素 ：セロハン製造時の加硫促進剤等

塩化メチレン(ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ)：金属脱脂洗浄剤等

キシレン ：合成原料、溶剤等

鉛及びその化合物 ：バッテリー、光学ガラス、顔料等原料

マンガン及びその化合物 ：特殊鋼、電池等原料

エチルベンゼン ：合成原料、溶剤等

（５）届出排出量・移動量の圏域別割合

圏域別では、西濃圏域が４０．８％と高い割合を示している。

平成１９年度 届出排出量・移動量の圏域別割合
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